
参 考

改正後道路運送車両法（抜粋）

（改善措置の勧告等）

第六十三条の二 国土交通大臣は、前条第一項の場合において、その構造、装置又は

性能が保安基準に適合していないおそれがあると認める同一の型式の一定の範囲の

自動車（検査対象外軽自動車を含む。以下この項及び次項並びに次条第一項から第

三項までにおいて同じ ）について、その原因が設計又は製作の過程にあると認め。

るときは、当該自動車（自動車を輸入することを業とする者以外の者が輸入した自

。 「 」 。）動車その他国土交通省令で定める自動車を除く 以下 基準不適合自動車 という

を製作し、又は輸入した自動車製作者等に対し、当該基準不適合自動車を保安基準

に適合させるために必要な改善措置を講ずべきことを勧告することができる。

２ 国土交通大臣は、前条第一項の場合において、保安基準に適合していないおそれ

があると認める同一の型式の一定の範囲の装置（自動車の製作の過程において取り

付けられた装置その他現に自動車に取り付けられている装置であつてその設計又は

製作の過程からみて前項の規定により当該自動車の自動車製作者等が改善措置を講

ずることが適当と認められるものを除く。以下「後付装置」という ）であつて主。

として後付装置として大量に使用されていると認められる政令で定めるもの（以下

「特定後付装置」という ）について、その原因が設計又は製作の過程にあると認。

めるときは、当該特定後付装置（自動車の装置を輸入することを業とする者以外の

者が輸入した特定後付装置その他国土交通省令で定める特定後付装置を除く。以下

「基準不適合特定後付装置」という ）を製作し、又は輸入した装置製作者等（自。

動車の装置の製作を業とする者又は外国において本邦に輸出される自動車の装置を

製作することを業とする者から当該装置を購入する契約を締結している者であつて

当該装置を輸入することを業とするものをいう。以下この条、次条第二項から第四

項まで及び第六十三条の四第一項において同じ ）に対し、当該基準不適合特定後。

付装置を保安基準に適合させるために必要な改善措置を講ずべきことを勧告するこ

とができる。

３ 国土交通大臣は、その原因が設計又は製作の過程にあると認める基準不適合自動

車又は基準不適合特定後付装置について、次条第一項の規定による届出をした自動

車製作者等又は同条第二項の規定による届出をした装置製作者等による改善措置が

、 、講じられ その結果保安基準に適合していないおそれがなくなつたと認めるときは

第一項又は前項の規定による勧告をしないものとする。

４ 国土交通大臣は、第一項又は第二項の規定による勧告をした場合において、その

勧告を受けた自動車製作者等又は装置製作者等がその勧告に従わないときは、その

旨を公表することができる。

５ 国土交通大臣は、第一項又は第二項に規定する勧告を受けた自動車製作者等又は

装置製作者等が、前項の規定によりその勧告に従わなかつた旨を公表された後にお

いて、なお、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかつたときは、当該

自動車製作者等又は装置製作者等に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命

ずることができる。



（改善措置の届出等）

第六十三条の三 自動車製作者等は、その製作し、又は輸入した同一の型式の一定の

範囲の自動車の構造、装置又は性能が保安基準に適合しなくなるおそれがある状態

又は適合していない状態にあり、かつ、その原因が設計又は製作の過程にあると認

める場合において、当該自動車について、保安基準に適合しなくなるおそれをなく

するため又は保安基準に適合させるために必要な改善措置を講じようとするとき

は、あらかじめ、国土交通大臣に次に掲げる事項を届け出なければならない。

一 保安基準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合していない状態にあると

認める構造、装置又は性能の状況及びその原因

二 改善措置の内容

三 前二号に掲げる事項を当該自動車の使用者に周知させるための措置その他の国

土交通省令で定める事項

２ 装置製作者等は、その製作し、又は輸入した同一の型式の一定の範囲の特定後付

装置が保安基準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合していない状態にあ

り、かつ、その原因が設計又は製作の過程にあると認める場合において、当該特定

後付装置について、保安基準に適合しなくなるおそれをなくするため又は保安基準

に適合させるために必要な改善措置を講じようとするときは、あらかじめ、国土交

通大臣に次に掲げる事項を届け出なければならない。

一 保安基準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合していない状態にあると

認める特定後付装置の状況及びその原因

二 改善措置の内容

三 前二号に掲げる事項を当該特定後付装置の使用者に周知させるための措置その

他の国土交通省令で定める事項

３ 国土交通大臣は、第一項又は前項の規定による届出に係る改善措置の内容が、当

該自動車又は特定後付装置について、保安基準に適合しなくなるおそれをなくする

ため又は保安基準に適合させるために適切でないと認めるときは、当該届出をした

自動車製作者等又は装置製作者等に対し、その変更を指示することができる。

４ 第一項の規定による届出をした自動車製作者等又は第二項の規定による届出をし

た装置製作者等は、国土交通省令で定めるところにより、当該届出に係る改善措置

の実施状況について国土交通大臣に報告しなければならない。

（報告及び検査）

第六十三条の四 国土交通大臣は、前二条の規定の施行に必要な限度において、基準

不適合自動車を製作し、若しくは輸入した自動車製作者等若しくは基準不適合特定

後付装置を製作し、若しくは輸入した装置製作者等又は前条第一項の規定による届

出をした自動車製作者等若しくは同条第二項の規定による届出をした装置製作者等

に対し、その業務に関し報告をさせ、又はその職員に、当該自動車製作者等若しく

は装置製作者等の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。



２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、かつ、

関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない 。

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。


